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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第１四半期連結
累計期間

第37期
第１四半期連結

累計期間
第36期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 1,819,296 1,996,639 8,440,751

経常利益又は経常損失（△） （千円） △26,182 34,740 66,873

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失(△)
（千円） △34,790 △3,649 △93,926

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △72,798 1,665 △196,252

純資産額 （千円） 10,975,756 10,639,209 10,852,302

総資産額 （千円） 15,101,969 15,242,678 15,853,847

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △5.08 △0.53 △13.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - - -

自己資本比率 （％） 71.9 69.1 67.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の

状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「報告セグメントの変更等に

関する事項」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

 

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国の経済状況は、円高が輸出産業や訪日客（インバウンド）消費に逆風とな

り、景況感は悪化し、特に中堅・中小企業では、製造業・非製造業ともに円高による収益悪化懸念から、「もたつき」状

態となりました。４月には熊本地震が景気に悪影響を与え、５月の安倍首相による消費税増税の２年半延期表明で先行き

の不透明感は解消に向かったものの、６月の英国国民投票でのＥＵ離脱（Brexit）という予想外の結果が、円の急騰、日

経平均株価の急落をもたらし、波乱の四半期となりました。

　情報サービス産業におきましては、今４月に、パソコンの国内出荷台数が23カ月ぶりに前年同月を上回ったものの、５

月には再びマイナスに戻っており、平成26年３月期の特需の反動が依然として強く残っております。

　前期からその対応がトピックスとなっているマイナンバー対応は、中小企業の半数以上において、依然未対応であると

推計されておりますが、特需の規模自体は小さいものの、特需のピークの第２弾が当期の第３四半期には訪れるものと予

想しております。

　当社グループでは、製品売上において、デスクトップパソコン出荷の前年割れに比例した出荷の停滞状況が続いている

ものの、一方ではクラウドサービスへのシフトが着実に進んでおり、クラウド売上は前年同期比約３割増（PCA単体）と

なり、付帯して使用いただく連携ソフトたるソリューション売上の増収効果もあり、全体的には、期初予想通りの売上と

なりました。

　「PCAクラウド」は、導入実績8,000法人を突破し好調を維持しておりますが、４月より新たに、インターネット上で利

用できるアプリケーションを繋ぐサービスである「Web-API」を提供開始し、スマートフォンを含むマルチデバイス用カ

スタマイズ対応、クラウドtoクラウド連携(他社クラウドサービスとの連携)を実現いたしました。更なる拡販を目指し、

今後も継続した展開を図ってまいります。

　また、経費執行については、現状の売上状況を注視し、TVCMの放映執行見合わせに加え、一般的経費の削減、執行時期

の見直し等、慎重かつ効果的な執行に注力しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高 1,996,639千円（前年同期比9.7％増）、営業利

益 24,170千円（前年同期は営業損失 29,028千円）、経常利益 34,740千円（前年同期は経常損失 26,182千円）、親会社

株主に帰属する四半期純損失 3,649千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失 34,790千円）となりました。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、当社グループの事業は単一セグメントに変更したため、セグメント別の記載を

省略しております。

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、62,841千円であります。なお、当第１四半

期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　（外部環境要因）

　当社グループを取り巻く事業環境は、会計基準の変更、税法等の改正及び各種制度の改正などによって、ソフト

ウェアの更新需要が大きく変動する傾向があり、当社グループの経営成績に重要な影響を及ぼすことが考えられま

す。

（内部環境要因）

当社グループでは、パッケージソフトウェアの製品開発において、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成10年3月13日）に基づき費用配分の会計処理をしております。
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当社グループにおける製品開発については、既存のソフトウェアに新しい機能等を付加した、いわゆるアップグ

レード版のソフトウェアの開発もおこなっており、そのような場合には、次期以降の収益との対応を図る観点か

ら、無形固定資産に資産計上しております。

従いまして、製品開発の状況によっては、当期の費用となるものと、資産計上をしてから次期以降の費用になる

ものとの金額の変動により、当社グループの経営成績に重要な影響を及ぼすことが考えられます。

 

（経営戦略の現状と見通し）

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営戦略の現状と見通しについて重要な変更はありませ

ん。なお、上記の見通しについては、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の

さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。

 

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第１四半期連結会計期間末の当社グループの資金状況は、流動比率が297.5％（流動資産8,567,321千円÷流動負債

2,880,116千円）となっており、十分な流動性を確保しているものと認識しております。

（６）業績の季節的変動に係る影響について

当社グループの売上高は、決算期末に基幹業務システムの切り替えを行う企業が多いことから、３月決算会社の決算期

に合わせて新製品のリリース等を行っているため、第４四半期に偏重する傾向を有しております。したがって、第４四半

期の売上高の達成状況により、年間の業績見込が変動するリスクがあります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,695,000

計 23,695,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年8月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,700,000 7,700,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 7,700,000 7,700,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年4月1日～

平成28年6月30日
　－ 7,700,000 － 890,400 － 1,919,120

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

ピー・シー・エー株式会社(E04894)

四半期報告書

 5/15



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式 　848,600 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　6,849,600 68,496 －

単元未満株式 　普通株式　　　1,800 － 　一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 7,700,000 － －

総株主の議決権 － 68,496 －

　（注）単元未満株式数に、自己株式47株を含んでおります。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ピー・シー・エー株式会社
 東京都千代田区富士見

１－２－２１
848,600 － 848,600 11.02

計 － 848,600 － 848,600 11.02

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,611,807 6,340,685

受取手形及び売掛金 1,436,002 960,538

たな卸資産 47,065 55,813

繰延税金資産 719,947 719,947

その他 347,456 492,605

貸倒引当金 △2,619 △2,268

流動資産合計 9,159,660 8,567,321

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,386,762 1,372,383

土地 2,794,424 2,794,424

その他（純額） 167,816 153,612

有形固定資産合計 4,349,003 4,320,421

無形固定資産   

のれん 6,955 -

その他 950,836 932,775

無形固定資産合計 957,792 932,775

投資その他の資産   

その他 1,392,163 1,424,522

貸倒引当金 △4,771 △2,362

投資その他の資産合計 1,387,391 1,422,159

固定資産合計 6,694,187 6,675,356

資産合計 15,853,847 15,242,678

負債の部   

流動負債   

買掛金 224,933 129,464

未払法人税等 140,449 82,210

前受収益 1,831,244 1,797,376

賞与引当金 213,745 56,861

役員賞与引当金 4,200 -

訴訟損失引当金 35,000 -

その他 846,938 814,204

流動負債合計 3,296,510 2,880,116

固定負債   

長期前受収益 572,298 573,228

役員退職慰労引当金 133,631 135,819

退職給付に係る負債 946,976 962,057

資産除去債務 52,127 52,246

固定負債合計 1,705,034 1,723,351

負債合計 5,001,544 4,603,468
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 890,400 890,400

資本剰余金 1,919,120 1,919,120

利益剰余金 8,784,382 8,568,341

自己株式 △1,039,177 △1,039,177

株主資本合計 10,554,725 10,338,683

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 182,616 193,057

その他の包括利益累計額合計 182,616 193,057

非支配株主持分 114,960 107,468

純資産合計 10,852,302 10,639,209

負債純資産合計 15,853,847 15,242,678
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 1,819,296 1,996,639

売上原価 819,875 943,447

売上総利益 999,421 1,053,191

販売費及び一般管理費 1,028,449 1,029,020

営業利益又は営業損失（△） △29,028 24,170

営業外収益   

受取利息 1,000 823

受取配当金 1,836 2,088

受取賃貸料 4,506 5,512

その他 1,041 2,264

営業外収益合計 8,384 10,687

営業外費用   

固定資産除却損 5,411 -

その他 126 117

営業外費用合計 5,538 117

経常利益又は経常損失（△） △26,182 34,740

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△26,182 34,740

法人税等 13,499 43,515

四半期純損失（△） △39,681 △8,774

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △4,890 △5,125

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △34,790 △3,649
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △39,681 △8,774

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △33,117 10,440

その他の包括利益合計 △33,117 10,440

四半期包括利益 △72,798 1,665

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △67,907 6,791

非支配株主に係る四半期包括利益 △4,890 △5,125
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

額は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

売上高又は営業費用に著しい季節的変動がある場合

当社グループの売上高は、決算期末に基幹業務システムの切り替えを行う企業が多いことから、３月決算会社

の決算期に合わせて新製品のリリース等を行っているため、第４四半期に偏重する傾向を有しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 137,272千円 189,025千円

のれんの償却額 24,617千円 6,955千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 212,391 31.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 212,391 31.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

「Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（報告セグメントの変更等に関する事項）」に記載のとおりであります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

　　　当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社グループは、従来「一般企業向け」「クラウド」「非営利向け」「メディカル」の４事業を報告セグメントと

しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より単一セグメントに変更しております。

当社グループでは、販売する相手先別やサービス形態別を事業セグメントの分類の基準としておりましたが、事業

セグメント導入から７年が経過し近年の市場環境変化に伴い商品及びサービスの種類が増加する一方で旧事業セグメ

ント区分に共通した営業活動や製品開発が主体となってきております。

また、相手先の業態やサービス形態に関わらずソフトウェアの開発・販売・保守、導入指導及び当社製品と連携す

る他社製品、出力帳票類等の販売アイテムのラインナップを揃え提供する事に注力し全体としての利益を獲得してい

くことが、当社グループの事業活動の実態となってまいりました。

このように旧事業セグメント区分間の相互関連性や補完性が強くなり、個々のサービス提供が一体となって当社グ

ループの事業を支えるようになってきていることから、旧事業セグメント毎に収益を配分し業績報告を行うより、会

社全体の収益をもって業績報告を行うことが、企業業績の実態をより明確に反映し取締役会が経営資源の配分の決定

及び業績を評価するためには有効であると考え、平成28年４月より社内報告について単一事業での報告へ変更するこ

ととしました。

このような状況を踏まえ、当社グループの販売活動、開発体制、内部管理体制、社内報告体制の実態等の観点から

事業セグメントについて再考した結果、当社グループの事業については一体として捉えることが合理的であり、事業

セグメントは単一セグメントが適切であると判断したことによるものであります。

　この変更により、当社グループは単一セグメントとなることから、前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期

連結累計期間のセグメントの記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △5円08銭 △0円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)（千円） △34,790 △3,649

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失金額

(△)（千円）
△34,790 △3,649

普通株式の期中平均株式数（株） 6,851,353 6,851,353

　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成28年８月９日

ピー・シー・エー株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　昌邦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　淳一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているピー・シー・

エー株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１

日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ピー・シー・エー株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

注記事項（セグメント情報等）に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区

分を変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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